




⑨サービス産業に携わる事業者の多くは、経営資源が乏しく、独自で人材育成をすることが困難であり、

新たに付加価値の高いサービスに取り組むうえで課題となっています。今年度は、県として食の産業振

興に重点的な取組を進める中で、観光分野の誘客等にも影響力の大きい飲食業、宿泊業などの食に関わ

るサービス産業の中核人材を対象に、企業として付加価値の高いサービスを提供するための「おもてな

し経営」をテーマとする連続講座を開催します。 

⑩平成 26年４月に、「三重県版経営向上計画」認定制度を創設し、申請の受付を開始しました（10月末時

点認定件数 20件）。また、６月には、（公財）三重県産業支援センターが、企業退職人材等５名を同計画

の作成支援等を行う地域インストラクターとして採用し、県内５地域（北勢・中南勢・伊勢志摩・伊賀・

東紀州）に配置しました。 

⑪ＩＣＴ・ビッグデータの活用については、観光・健康・共通基盤のワーキンググループにおいて、３月

に参画企業から提案のあったテーマについて、実証実験に向けた検討を行うとともに、ＩＣＴを利用し

た「医食連携」について方向性を検討しました。今後も、引き続き新たなビジネスモデルにつながるよ

う検討を進めることが必要です。また、県の保有する情報のオープンデータ化については、「庁内オープ

ンデータ推進ワーキンググループ」において、国の戦略に準じながら段階的にオープンデータ化を進め

るなどの取組方針の検討を進めました。 

⑫商店街をはじめとする地域の商業活性化を進めるため、これまでに蓄積した商店街活性化の方策等の情

報提供や専門家の派遣を行いました（10 月末時点６回派遣）。また、商店街を活性化する事業に対して、

補助事業の公募を行いました（10 月末時点申請件数１件）。なお、商店街によっては、活性化のための

ノウハウや資力の不足、高齢化による後継者不足等といった課題を抱えていることから、それら課題を

抱える商店街等に対して、市町と連携して支援していく必要があります。 

⑬平成 26年４月に「三重県中小企業・小規模企業振興条例」を施行し、キックオフ集会などを開催し、条

例の周知を図りました。また、５月に、中小企業・小規模企業の振興について、地域の経済の実情に応

じて具体的かつ計画的に推進するため、県内５地域（北勢、中南勢、伊勢志摩、伊賀及び東紀州）にお

いて、「みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会（会長：副知事）」を立ち上げ、条例の推進体制を構

築するとともに、地域における課題について各地域の団体・機関の長による意見交換を行いました。さ

らに、９月に、協議会構成機関の実務者等で構成される分科会を開催し、国・県・市町の支援施策を共

有するとともに、連携事例の発表や意見交換など地域における連携のきっかけづくりに取り組みました。

今後は、この分科会において、条例の具現化に向けた施策の検討を行っていく必要があります。 

⑭商工団体等の経営指導員のネットワークづくりの場として、経営指導員等ネットワーク会議を伊勢市と

伊賀市で開催しました。また、小規模事業者等が連携して行うトライアル補助金について６件の事業を

採択し、商工団体が地域課題解決に向けて行う地域特性活用促進事業補助金は１件の事業を採択しまし

た。今後は、事業実施後のフォローも含めた一貫した支援に取り組んでいく必要があります。 

⑮スタートアップ都市推進協議会の事業のひとつである首都圏を中心とした大企業や投資家等の支援家と

県内のベンチャー企業とのマッチング交流会（12 月開催予定）に向けて、委託業者と今後の事業展開、

スケジュール等意見交換を実施しました。また、高校生に向けたチャレンジマインド教育講演会を開催

しました。引き続き、マッチング交流会に向けて準備を進めていく必要があります。 

⑯平成 26年 10 月末時点の県単融資制度の新規融資実績は、534 件、約 63億円であり、県単融資制度は、

多くの中小企業に利用されています。国内経済が本格的な回復に向かう中、県内中小企業の資金ニーズ

は落ち着いてきたものの、県内中小企業を取り巻く経営環境は依然として厳しさが続くと見込まれるこ

とから、資金供給を円滑化し、中小企業が経営の安定を図ることができるよう引き続き支援していく必

要があります。 

 

 

 







 

  ⑦ステップアップ経営向上計画支援事業【基本事業名：32302 新たなビジネスの創出等の促進】 

   予算額：(26) ３１，０８９千円 → (27) ３５，４１４千円 

   事業概要：県内中小企業・小規模企業の経営向上に対する取組を促進するとともに、中小企業・小規

模企業の挑戦を後押しするため、経営課題の抽出・発見やその解決に向けた取組、さらに

は新事業展開等を行う中小企業・小規模企業に対し、商工団体等関係機関と一体になって、

三重県版経営向上計画の作成やブラッシュアップ、フォローアップを行います。 

 

  ⑧（一部新）ＩＣＴ利活用産業活性化推進事業【基本事業名：32302 新たなビジネスの創出等の促進】 

   予算額：(26) １，６４３千円 → (27) １，７９２千円 

   事業概要：ＩＣＴを活用して、住民・観光客の満足度向上や産業振興、地域活性化につなげていくた

めの「みえＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会」を運営し、ＩＣＴ・ビックデータ（自

治体・住民・観光客等からもたらされる情報）等を活用した観光・健康分野などにおける

新たなビジネスモデルの創出に向けた取組を進めます。また、食のクラスター形成に関し、

ＩＣＴ・ビッグデータの効果的な活用に向けた課題について検討を行います。 

 

  ⑨（新）スタートアップ支援事業【基本事業名：32302 新たなビジネスの創出等の促進】 

   予算額：(26)   － 千円 → (27) ７，８３８千円 

   事業概要：県内の創業・起業を支援する人材の育成を行います。また、海外との連携プログラムを措

置し、他県にはない特徴的なサポートプログラムを実施し、個々の起業者・創業者の実情

に応じた、起業・創業の取組を促進します。 

 

  ⑩商店街等活性化支援事業【基本事業名：32303 地域の特性に応じた商業の振興】 

   予算額：(26) １０，８７８千円 → (27) ８，３２４千円 

   事業概要：まちづくりと一体となって商店街を活性化していくため、商店主等のネットワークづくり

を支援するとともに、商店街の魅力づくりについて、地域住民・商業者・関係団体・市町・

県等が連携して取り組みます。また、商店街が地元住民などとともに行う地域活性化のた

めのプロジェクトや、まちゼミなどの販売力向上につながる取組、商店街が空き店舗を活

用して創業者の育成を行う取組に対して支援します。 

 

  ⑪（一部新）中小企業金融対策事業【基本事業名：32304 経営基盤の強化】 

   予算額：(26) ７３５，６１６千円 → (27) ６２０，１３１千円 

   事業概要：県内中小企業・小規模企業の金融の円滑化を図るため、金融機関の協力を得て、信用保証

制度を取り入れながら、県単融資制度を運用し、中小企業・小規模企業の維持・発展を図

ります。 

 

  ⑫地域特性活用促進事業【基本事業名：32304 経営基盤の強化】 

   予算額：(26) ７，２０９千円 → (27) ４，７５２千円 

   事業概要：地域の小規模企業等が共通して抱える課題を解決するため、商工団体が地域特性を生かし

て行う小規模企業の販路開拓や創業・第二創業促進の取組を支援します。 

 

 

 

 



  ⑬小規模事業者支援連携プロジェクト推進事業【基本事業名：32304 経営基盤の強化】 

   予算額：(26) ８，０４７千円 → (27) ６，１５８千円 

   事業概要：地域の雇用や社会を支える小規模事業者を支援し、地域経済の活性化を図るため、商工団

体等と連携して、さらなる現場ニーズの把握、個別課題解決の支援等を実施するとともに、

小規模事業者等が連携して行う商品開発等の取組を支援します。 

 

  ⑭みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会運営事業【基本事業名：32304 経営基盤の強化】 

   予算額：(26) １，８４６千円 → (27) １，４２２千円 

   事業概要：地域の実情に応じた中小企業・小規模企業振興を具体的かつ計画的に推進するため、地域

ごとに設置された「みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会」において、中小企業・小

規模企業の振興に関するテーマや、中小企業・小規模企業が抱える課題の把握、解決策の

検討等を行います。 

 

  ⑮（新）中小企業・小規模企業地域課題解決プロジェクト支援事業 

【基本事業名：32304 経営基盤の強化】 

   予算額：(26)   － 千円 → (27) ６，００４千円 

   事業概要：「三重県中小企業・小規模企業振興条例」の施行にともない県内５地域に設置された推進協

議会が取り組む、それぞれの地域における地域課題解決に向けたプロジェクトに対して支

援します。 

 

  ⑯（新）産業ひとづくり事業（再掲）【基本事業：32204 産業技術人材の育成と確保】 

   予算額：(26)   － 千円 → (27) ８，１０５千円 

事業概要：県内の産業振興のためには、県内常用労働者の約２/３が従事しているサービス産業の競争

力強化が必要であることから、サービス産業の中核人材の育成などに取り組みます。 

 


